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概要

学術系の無線 LANローミング基盤である eduroamは，世界 89か国，国内 189機関 (2017年 9月現在, 前年末

より +28機関)に成長した．初等・中等教育機関や，市街地の公衆無線 LANへの導入も進められており，デジタ

ル時代の教育・研究を支える基盤としての重要性が高まってきている．本報告では，世界規模の巨大な通信事業と

して，また，教育インフラのひとつとして eduroamを捉え，現在の開発状況を紹介する．世界で展開が進んでいる

次世代ホットスポット (NGH)と eduroamを連携する仕組みを開発し，City Wi-Fi Roaming トライアルに参加

することで，その有効性を確認した．

1 はじめに

国際的な学術無線 LAN ローミング基盤である

eduroam (エデュローム) は，世界の大学や研究所

等において，キャンパス無線 LAN の相互利用を実現

する．日本では，eduroam JP の名称で 2006 年に実

証実験的なサービスが始まり，2016年 4月からは国立

情報学研究所 (NII)の正式サービスとして運用されて

いる [1]．

eduroamは当初，主に大学等でキャンパス無線LAN

の相互利用を実現するためのシステムとして開発・導

入が進められていた．近年では，[2, 3] で既報のよう

に，市街地でのサービス提供が増加し，初等・中等教

育機関への導入も進められるようになり，社会全体に

おける教育・研究を支える基盤としての様相を呈して

きている．

本報告では，教育インフラのひとつとして eduroam

を捉え，現在の開発状況を紹介する．特に，世界で

展開が進んでいる次世代ホットスポット (NGH) と

eduroamを連携させることによって，ネットワーク利

用環境が大幅に改善される可能性がある．その実現を

目指して，2017 年の City Wi-Fi Roaming トライア
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図 1 eduroam JP参加機関数の推移

ルに参加したので，概要と成果を示す．

2 教育・研究の基盤としての無線 LANシス
テム

2017年 9月時点で，eduroamは世界 89か国 (地域)

に普及し，国内では前年末より 28 機関増となる 189

機関が参加するに至った．図 1に国内の参加機関数の

推移を示す．国内には約 1,200の高等教育機関がある

ことから，普及率で見ると 16%弱であるが，7大学や

主要私立大学にはほぼ導入されており，eduroamは重

要な教育・研究基盤として認識されていると言える．

［大学 ICT推進協議会　2017 年度年次大会論文集より］
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2015 年度年次大会 [2] 等で既報のとおり，大学の

キャンパス内に留まらず，市街地や博物館等の施設，

空港・鉄道駅，大学関係者の出入りの多い病院などで

の eduroam サービスの提供も，世界各地でよく見ら

れるようになった．特に，北欧各地の空港や，欧州原

子核研究機構 (CERN) の最寄りのジュネーブ空港は，

Twitter や Facebook でもしばしば話題に上るほど好

評である．国内でも，世界的に早い 2010年に，関東地

区の市街地で eduroamサービスが開始された [4]．現

在もカフェや貸会議施設等で利用可能となっており，

教職員・学生から好評を得ている．

キャンパス外での eduroamサービスは，単に利用場

所の増加のみならず，学習・研究活動にも影響を与え

る可能性が高い．例えば，興味ある文献などを出張先

で見つけた際に，個人契約の携帯電話のテザリングで

大きなファイルをダウンロードすることは，学生はも

ちろんのこと，研究者でも躊躇することが多いと思わ

れる．思い立った時にすぐに学術リソースにアクセス

できる環境を提供することは，教育・研究の支援の観点

でも有用なものと考えられる．学外での調査等の多い

研究者にとっては，特に有効であろう．収集したデー

タを最寄りのカフェで整理し，大学の計算サーバを用

いてその場で解析するといったことも可能となる．

なお，市街地やカフェ等店舗では無償で利用できる

公衆無線 LAN，通称「フリーWi-Fi」が提供されてい

ることがある．現在のフリーWi-Fiは暗号化のない接

続方式が一般的であり，偽基地局に誘導されやすいと

いうセキュリティ上の問題が大きい．最近では，盗聴

を防ぐための VPNサービスを契約し，容易に利用で

きるようになったが，偽基地局への接続は避けられな

いため，セキュリティの観点で十分な対策ではない．

一方，eduroamが採用している 1X認証では，正規の

運用者が設置した基地局でなければ利用者認証を成功

させることができず，認証に失敗すると端末は IP ア

ドレスの取得さえできないことから，偽基地局への対

策も可能である．すなわち，市街地における eduroam

サービスは，端末を偽基地局から守り，暗号化により

無線通信を保護するといった，セキュリティ面での利

点も大きい．

学術利用に限らない，一般市民向けの公衆無線 LAN

について見ると，世界の様々な都市において，フリー

Wi-Fi が提供されている．従来，フリー Wi-Fi は買

い物客や観光客が主な対象であったが，最近の幾つ

かのプロジェクトでは，住民へのネットワークアク

セスの提供も目的のひとつに積極的に挙げられてお

り，電気や水道のように，行政が提供すべきインフラ

としての側面が打ち出されている．ニューヨークの

LinkNYC [5]では，高速無線 LAN基地局と大型デジ

タルサイネージ, 公衆電話, USB 充電端子を備え，ギ

ガビット対応のバックボーン回線を持つキオスク端末

が多数，主要な通りに並べられている．LinkNYCは，

ニューヨーク市政府が中心となって，様々な企業が参

画して作られているが，観光客ばかりではなく，地元

市民へのネットワーク提供も主な目的のひとつとして

掲げられている．特に，自宅にネットワーク回線を引

けない層にネットワークアクセス手段を提供すること

の福祉的効果も，期待されている．

欧州では，2020 年までに EU 全域の町村にフリー

Wi-Fi を展開するプロジェクト，WiFi4EU が立ち上

がった [6]．このプロジェクトでは，居住地や収入の額

に関わらずネットワーク利用を可能とすることがうた

われており，これにより公共サービスへのアクセス手

段を確保するとともに，デジタル時代の社会福祉に貢

献することが志向されている．

以上のように，公衆無線 LAN についても，公共性

の高いインフラとしての重要性が高まり，学校に限ら

ない教育活動・文化活動への貢献は小さくないと考え

られる．

3 次世代ホットスポットと eduroamの連携

3.1 フリーWi-Fiのセキュア化動向

利用者が無償利用できる，いわゆる「フリーWi-Fi」

は，観光地を中心に国内でも広く展開されている．し

かしながら，前章に述べたように，現在の多くのフ

リーWi-Fiには盗聴と偽基地局の問題がある．

幾つかの国では，フリーWi-Fiにおいても，暗号化

のない SSID(Service Set Identifier)に加えて，1X認

証用の SSID が併設されていることがある．例えば，

シンガポールにはWireless@SG というフリーWi-Fi

サービスがあり，暗号化無しの SSID=“Wireless@SG”

に加えて，1X認証対応の SSID=“Wireless@SGx”が

吹かれている．このサービスでは，通信事業者 4社が

認証連携しており，一か所で取得したアカウントがど

の事業者の基地局でも利用できる．ニューヨークやサ

ンフランシスコ，サンノゼなどの都市では，1X認証を

ベースとした新しいシステム「Passpoint」(次節参照)

が導入されている．

一方，日本国内のフリー Wi-Fi は，暗号化無しの

SSID にキャプティブポータルを組み合わせたシステ

ムが一般的であり，セキュア化が進んでいない状況に
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ある．

3.2 次世代ホットスポット (NGH)の動向

世界のWi-Fi業界の動向を見ると，2014年頃より北

米を中心に，次世代ホットスポット (NGH, Next Gen-

eration Hotspot) の導入が活発化してきた．NGH

は，Wi-Fiの業界団体であるWireless Broadband Al-

liance (WBA) とWi-Fi Allianceが共同で推進してき

た規格である．NGH では，端末の認証と接続を自動

化し，認証情報を業者間で相互利用 (ローミング)でき

るようにすることで，公衆無線 LAN の利便性を携帯

電話並みに高め，また，携帯電話とのシームレスな共

存を図ることが志向されている．端末の自動認証・接

続には，IEEE802.11u(以下 802.11u) と IEEE802.1X

を組み合わせた，Hotspot 2.0と呼ばれる仕様が用いら

れる．Hotspot 2.0とオンラインサインアップ (OSU)

などの機能をまとめて，Wi-Fi Allianceの認証を取得

したものは，Passpoint と呼ばれる．サンフランシス

コなどのフリーWi-Fiや，無線 LAN事業者が提供す

る公衆無線 LANサービスなどで，Passpointが導入さ

れている．ニューヨークの LinkNYCでも，Passpoint

が併設されており，一度の利用者登録のみで，以降は

セキュアなフリーWi-Fiが自動接続で利用できる．

Hotspot 2.0 を利用した自動接続において，後半の

部分は eduroam が採用している 1X 認証と同じもの

である．前半の 802.11uの部分で自動接続が実現され

る．従来の 1X認証では接続先の基地局の SSIDを端

末に登録しておく必要があるが，Hotspot 2.0 ではこ

れに代わって，利用者が契約している通信事業者のプ

ロファイルが登録される．基地局側にも通信事業者の

プロファイルが登録されており，SSIDを問わず，合致

するプロファイルが存在する基地局に対して，1X認証

による接続が試行される仕組みである．フリーWi-Fi

で用いられる SSIDは，しばしば場所のオーナーなど

の広告を兼ねているため，統一されたものを使うこと

は難しい．Hotspot 2.0では，SSIDに依存しない接続

を実現したことにより，異なる場所でも端末の再設定

無しにシームレスな利用が可能となる．

日本国内では，2016 年時点で，携帯電話や公衆無

線 LANの事業者に NGHを推進する動きが見られな

かった．また，フリーWi-Fiのセキュリティ問題が指

摘されているにも関わらず，セキュアな接続手段の導

入が進んでいなかった．このような状況の下，国内の

公衆無線 LANのセキュア化と NGH導入を推進する

目的で，本稿第一著者が発起人・幹事となって，2017

年 1月に「セキュア公衆無線 LANローミング研究会

(NGHSIG)」を発足させた [7]．

3.3 NGH連携による市街地 eduroamサービスの拡充

eduroamでは，セキュリティ確保の観点から，ウェブ

認証の利用が禁止されている．また，利便性確保の観

点から，原則として SSID=“eduroam”を使うことが

求められている．これらの制約により，ウェブ認証を

基本とする現行の公衆無線 LAN システムと eduroam

を認証連携させることは，不可能であった．もし将来，

市街地のフリーWi-Fi に Hotspot 2.0(NGH) が導入

されると，セキュリティ及び利便性の問題が解決され，

eduroam サービスの市街地展開が容易になる可能性

がある．

eduroam における従来の市街地 (キャンパス外) 展

開では，SSIDとして “eduroam”を基地局に追加し，

必要に応じてアクセス回線も用意する必要があった．

公衆無線 LANの基地局は，既に複数の事業者の SSID

が相乗りしていることが多く，追加の SSID を吹く

余裕がない，高額な運用経費が必要になるといった

問題があり，eduroam サービスの展開は容易ではな

かった．

Hotspot 2.0の場合，SSIDは任意となるが，802.11u

の部分で eduroam 用のプロファイルが必要となる．

802.11u では，ローミング・コンソーシアムを示す

NAI realm (NAI: Network Access Identifier)が必要

となるが，GÉANT(eduroamの国際運用の中心機関)

において，“eduroam.org” が既に予約されている．た

だし，認証方式などの細かい設定は確立されたものが

なく，開発や検証が必要である．

フリーWi-Fiは，個々の店舗や商店街組合，自治体

など，基地局設置場所のオーナーの負担や，広告収入

によって運営されており，ビジネスが局所的に閉じて

いることが多い．そのため，認証連携により無線 LAN

システムを利用させてもらうのに，経費がそれほどか

からなくて済む可能性が高い．実際に，次章で述べる

City Wi-Fi Roamingトライアルでは，都市のフリー

Wi-Fiが世界各国の携帯電話会社に無償でサービスを

提供するモデルが模索されている．フリーWi-Fiを提

供する側にとっては，利用者が匿名よりも，個人に紐

付けされたアカウントの方が，ネットワーク提供の責

任を問われにくいという利点がある．また，既存のア

カウントを利用できるため，サインアップや本人確認

の手間が省けることも利点になる．
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4 City Wi-Fi Roamingトライアルにおける
実証実験

4.1 WBA City Wi-Fi Roaming

City Wi-Fi Roamingは，WBAが主催し，世界各地

の都市で提供される公衆無線 LANを NGH基盤で結

ぶことにより，ひとつのアカウントで相互利用 (ロー

ミング) できる環境を構築しようとする，世界規模の

トライアル (プロジェクト) である．2016 年にニュー

ヨーク，サンフランシスコ，サンノゼ，シンガポール

を結ぶ第 1回が開催された．第 2回目となる 2017年

は，6 月 20 日のWorld Wi-Fi Day を起点として，8

月末までの期間，20 程度の都市を結んで開催された

(図 2) [8]．本トライアルは，世界の通信事業者と共に

認証連携の実証実験を行う，大変良い機会であると考

えられた．

我々は，セキュア公衆無線 LAN ローミング研究会

として，主に以下の目的をもってトライアルに参加し

た [9]．

• WBA及び世界の通信事業者との接点を作り，今

後の様々な活動の足がかりとする．

• 研究会で構築中の NGHテストベッドシステムを

世界の NGH基盤に接続することにより，認証連

携の実証実験や，Hotspot 2.0 の技術に関する情

報収集・交換を行う．

• 国内の事業者に参加を呼びかけ，Hotspot

2.0/NGH の啓発と接続支援を行う．

• 多数のローミング・コンソーシアムを結んで，世
界規模のローミング基盤を実現するための，イン

ターローミングの認証連携アーキテクチャを開発

する．eduroam と govroam を扱える仕組みを考

案し，世界の NGH基盤の上で実証実験システム

を構築，評価する．

4.2 NGHテストベッドと JP hub

研究会では，NGHの国内基盤を構築するために，認

証連携の中心となる JP hubを立ち上げ，これに幾つ

かの機関のサーバを接続して，NGH テストベッドを

構築した．システムの概要を図 3に示す．

執筆時点の仕様では，NGH テストベッドに接続さ

れたすべての SP(Service Provider, 無線アクセスを

提供する機関) と IdP(Identity Provider, アカウント

情報を提供し認証処理を行う機関) は，相互利用が可

能となっている．

図 2 WBA City Wi-Fi Roaming ( c©Wireless

Broadband Alliance / World Wi-Fi Day 2017)

JP hub

IdP/SP
IdP/SPIdP

IdP/SPSP

Optional/example
connections
(bilateral)

Basic
connections

XXroam WBA/City Wi-Fi, etc.

DNS-based realms OpName-based realms

Tohoku University

Shopping Mall
Wi-Fi,
Seaport Wi-Fi,
etc.

anyroam

図 3 JP hubと NGHテストベッド

4.3 eduroam-NGH連携の技術的課題

通常，ひとつの通信事業者はひとつないし少数のレ

ルム (realm)を利用しており，認証連携では，ユーザ

名の後ろに@とレルム名を付けたものがユーザ ID と

して用いられる．認証連携ネットワークは，RADIUS

プロキシが相互接続されたものであり，利用者端末か

ら送られてきた認証要求をレルムを頼りにルーティン

グ (経路制御)して，利用者の IdP(ホーム IdPと呼ば

れる)まで転送する．

事業者間のローミングにおいて，SP ではレルムを

見ることによって，ローミング契約のある事業者の利

用者かどうかを判断できる．例えば，端末から送られ

てきたユーザ ID に boingo.com というレルムが含ま

れていれば，米 Boingo社の利用者であることが判る．

レルムが domru.ru であれば，露 ER Telecom 社だ
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と判る．一方，eduroam では，レルムを見ただけで

は eduroam の利用者であると判断するのが難しい．

eduroamは巨大なローミングコンソーシアムであり，

世界中の参加機関のレルムが存在するが，機械的に判

断できる共通の文字列がレルムに含まれているわけで

はない．例えば，SPで tohoku.ac.jp というレルムを

見たとき，ac.jp が日本の大学関係のレルムだという

事前知識がなければ，認証要求を eduroam のプロキ

シに転送するという判断ができない．

eduroamをベースに開発された，政府関係機関向け

のローミング基盤である govroam [3]でも，同様の問

題がある．膨大な数のレルムとコンソーシアムの対応

表をすべての SPが持ち，常に最新の情報にアップデー

トすることは，現実的ではない．そのため，eduroam

や govroam を NGH 基盤に接続しようとすると，認

証要求を正しいコンソーシアムのプロキシに転送する

ための，効率的な仕組みが必要となる．

そこで，以上の問題に対処できるような，イン

ターローミングを実現するアーキテクチャを開発し，

TNC17 Mobility Dayで発表した [10]. 図 4にシステ

ムの全体構成を示す．各国には eduroamや govroam，

その他のローミング基盤 (図中の XXroam)が存在し，

それぞれに世界規模で接続されたコンソーシアムが

あると仮定する．eduroam や govroam のレルムは，

DNS ドメイン名に対応するように設計されているこ

とから，ccTLD (country code Top Level Domain)

ごとにルーティングを分散処理することを考える．各

国に代表となるプロキシ (以下，代表プロキシ) を 1台

用意し，他のコンソーシアムと同様に，世界で水平に

認証連携した Hub layer を設ける．代表プロキシは，

当該国内のすべてのコンソーシアムとレルムの対応表

を持ち，適当な間隔で更新しているものとする．国内

では図 3の JP hubがこの役割を担う．

例えば，日本国内では，すべての ac.jp レルムは

eduroamに所属しているとみなせるため，該当する機

関のレルムをひとつの正規表現でまとめることができ

る．go.jpについては，eduroamの対象機関と政府関

係機関が混在しているため，個別のレルムを対応表に

登録する必要がある (注: 日本はまだ govroamに加盟

していない)．また，kek.jpのように，汎用 JPドメイ

ンを使用している所は，執筆時点で 10機関である．

このアーキテクチャでは，レルムの対応表が各国に

分散されるため，スケーラビリティの問題が軽減さ

れる．SP 側で利用者のコンソーシアムを知ることは

依然として困難であるが，IdP側は認証要求のパケッ

UK NL BE JP

NGH
hub

govroam

NGH hub operators

UK NL BE US
UK NL BE US JP

UK NL BE US JP

XXroam

NGH
hubNGH

hub All AuthN requests with .jp
realms except the known 
operators’.

Federation-level
Hub layer

図 4 インターローミング・アーキテクチャ

トに含まれる Operator-Name属性値を調べることに

よって，ローミング契約のある SPかどうかを判断し，

認証処理の可否を決めることが可能である．

4.4 実証実験

2017 年 5 月頭に City Wi-Fi Roaming のキックオ

フの遠隔ミーティングがあり，参加機関・都市の募集

と NGH基盤への接続作業が開始された．世界の 4つ

の NGH hubオペレータのうち，前年のプロジェクト

で実績のあるGlobalReach Technology社 (以下，GR

社)をパートナーに選び，GR社の hubに JP hubを

接続して，これにより世界の NGH基盤への接続を果

たした．

最終的には，40 程度の携帯電話会社が 3GPP ネッ

トワークを介した EAP-SIM 認証を提供し，約 20 の

都市が参加表明を行った．我々は国内の NGH基盤と

eduroam の，ふたつのコンソーシアムについて，こ

れらのアカウントを供給する立場に加えて，参加する

事業者を募って国内数か所に基地局を立てる計画を立

てた．

当初，末尾が .jp のすべてのレルムについて，認証

要求を JP hubに集約できるように，NGH hubオペ

レータに依頼した．研究会では nghsig.jp というレル

ムを使用するが，これも .jp に含まれる．ただし，既

知の事業者のレルムや，eduroam/govroam が含まれ

ることのない co.jp, ne.jp などのレルムは除外した．

しかしながら，NGH hubオペレータ側で正規表現を

用いたレルム・マッチングがすぐには実装できないと

いうことで，以下の 3種類を固定レルムとして転送し

てもらうように計画変更せざるを得なかった．

• tohoku.eduroam.jp

(東北大学の eduroam実験用アカウント)

• tohoku.nghsig.jp

(NGHSIG, 東北大学用アカウント)
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• wwd.nghsig.jp

(NGHSIG, World Wi-Fi Day配布用 (デモ)アカ

ウント)

基地局については，まず東北大学サイバーサイエン

スセンターの実験室に Hotspot 2.0対応のものを一基

設置して，屋外からも利用できるようにした．一般に，

大学等の既存の eduroam 基地局及びネットワーク回

線は，教育・研究目的の利用に限定されていることか

ら，一般利用者のローミング利用を受け入れることは

困難である．そのため，上流のネットワーク回線には

NIIより実験用として借りたものを用いた．基地局の

ベンダより協力の申し出があり，追加で東京にも基地

局を設置することができた．この他，7月上旬に 3か

所程度の基地局設置を予定したが，基地局の入手や現

場の調整が大幅に遅れたことから，一般に公開できた

のは 8月に入ってからであった．最終的には，仙台 1，

東京 2, 京都 2の計 5か所でサービスを提供できたが，

京都の 1か所は旅館であり，eduroamを提供する国内

初の宿泊施設となった．

4.5 接続試験と評価

最初に，GR社が提供する Passpoint OSU (Online

Sign-Up) を利用して Passpoint プロファイルを取得

し，iPhoneや Androidスマートフォンから無線 LAN

が利用できるかどうかを試した．iPhone では概ね良

好に自動接続が可能であったが，Android 6系はプロ

ファイルが読み込めなかったり，プロファイルが入っ

ても自動接続しなかったりなど，トラブルが多発した．

基地局のファームウェアにもバグが多いことが判明し

た．デバイスの実装や相性の問題が多いことはWBA

でも把握しており，執筆時点でもテストと改良が続け

られている．

スマートフォンを用いた EAP-SIM 認証について

は，AT&T等の SIMを用いて，正常に認証・接続が可

能なことを確認した．City Wi-Fi Roamingの参加都

市では，観光客が自国の携帯電話の SIMを使い，現地

で利用登録なしに，無償かつセキュアに公衆無線 LAN

を利用できる．これは，観光客誘致の視点でも，ネッ

トワークの不正利用防止の観点でも，大きな利点であ

ると考えられている．

Wi-Fiプロバイダとの認証連携については，著者が

契約している Boingoの Passpointプロファイルを利

用して，国内の基地局で正常に認証・接続できること

を確認した．

国外からの接続試験は，以下のように行った．ただ

し，Passpoint プロファイルを作成するシステムを期

間内に用意できなかったことから，RADIUS のテス

トコマンドや，端末上で 1X認証の手動設定を利用し

て，認証連携の部分のみを評価した．まず，GR社か

らの認証テストが正常なことを確認した．次に，ER

Telecomの担当者にテストを依頼して，ロシアからも

正常に認証が通ることを確認した．

海外のフリーWi-Fiでの接続試験を行うために，参

加都市に在住あるいは訪問予定の人をボランティア

として募集したが，期間内に適切な人が現れなかっ

た．そのため，著者自らが旅行を計画し，イギリス

のバーミンガム及びリーズにて，接続試験を行った．

もし Passpoint が利用できるなら，利用者が現地の

SSID を知らなくても自動接続されるはずである．し

かし，今回はプロファイルを用意できなかったため，

City Wi-Fi Roaming に対応した基地局を現地で探

し出すのに苦労した．どの事業者が提供しているフ

リー Wi-Fi が該当するかも不明で，ウェブでもこの

情報を得られなかったことから，それらしい商店街

などを歩き回って探すしかなかった．結局，両市とも

SSID=“#Passpoint”を吹いている基地局が該当のも

のであると判明した．その後，iPhoneと Androidの

両端末で，手動で 1X認証の設定を行い，自前のアカ

ウントで正常に認証・接続できることを確認した．

NGH hub オペレータにおいて，すべての .jp レル

ムを転送できるようにするため，正規表現に対応し

たシステムが開発中である．この開発が完了すれば，

国内のすべての eduroam アカウントが利用できるよ

うになる．また，日本以外の国でも，代表プロキシを

設置すれば，容易に eduroam-NGH 連携が実現でき

るようになる．一方，現行の eduroamのルールでは，

Hotspot 2.0対応システムの実装方法や，eduroam以

外の SSID の利用についての規定がないため，今後，

GÉANT の eduroam コミュニティでも調整を進める

必要がある．

5 むすび

eduroamは世界各地において市街地や空港・駅，病

院，博物館などに導入が進み，キャンパス無線 LAN

の枠を越えて，社会における教育・研究を支える基盤

として認識されるようになってきた．一方，近年では

公衆無線 LANのセキュア化が進められるようになり，

既に一部のフリーWi-Fiには 1X認証や次世代ホット

スポット (NGH) が導入されている．本報告では，セ

キュア化されたフリーWi-Fiと eduroamを連携する
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ことで，教育・研究基盤がさらに強化される可能性を

示した．また，その実現に向けて参加した City Wi-Fi

Roaming トライアルの概要と，実証実験の成果を紹

介した．

Hotspot 2.0 仕様による自動接続については，端末

側・基地局側とも，まだ実装上の不具合が多い．その

改善動向を見ながら，eduroam-NGH連携方式を洗練

し，実用化していくことが，今後の課題である．

本研究の一部は，平成 29 年度国立情報学研究所公

募型共同研究の助成を受けた．
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